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愛知県小児救命救急センター設置要綱の制定について 

 

 小児救命救急センター指定に先立ち、その根拠となる要綱として、「愛知県小

児救命救急センター設置要綱」を制定する。 

 

 本要綱の内容は、厚生労働省医政局が定めた「救急医療対策事業実施要綱」に

よるもので、若干の相違点を除き、基本的に同一の内容である。（詳細は、要綱

案及び比較対照表のとおり。） 



愛知県小児救命救急センター設置要綱(案) 

 

（目的） 
第１条  小児救命救急センターを設置し、重篤な小児救急患者の医療を確保することを

目的とする。 
 
（小児救命救急センターの指定） 
第２条  小児救命救急センターは知事が指定する。 
２ 指定にあたっては、圏域保健医療福祉推進会議及び愛知県医療審議会５事業等推進

部会の意見を聴くものとする。 
 
（小児救命救急センターの指定基準） 
第３条 国の「救急医療対策事業実施要綱」（昭和５２年７月６日付け厚生省医務局長

通知）の運営方針及び整備基準を基本として、具体的には、第４条及び第５条を満た

す病院から選定する。 
 
（運営方針） 
第４条 小児救命救急センターは、原則として、診療科領域を問わず、すべての重篤な

小児救急患者を２４時間体制で必ず受け入れるものとする。 
２ 重篤な小児救急患者に対して「超急性期」の医療を提供した後、高度な専門的医療

が必要な患者については、小児救命救急センター内又は本院の「急性期」の集中治療・

専門的医療を担う病床（以下「小児集中治療室病床」という。）に転床・転院する体

制を確保するものとする。 
３ 小児救命救急センターは、医学生、臨床研修医、医師、看護学生、看護師及び救急

救命士等に対する小児救急医療の臨床教育を行うものとする。また、医師等を救命救

急センター等へ一定期間派遣し、研修をさせるなど、小児救急医療の診療技術等の向

上を積極的に図るとともに、それに対する支援をすることが望ましい。 
４ 小児救命救急センターは、毎年度、外部からの受入実績（受入要請を断った実績を

含む。）、治療実績、その他運用状況を集計し、県を通じて厚生労働省に報告するもの

とする。 
 
（整備基準） 
第５条 小児救命救急センターは、専用病床（小児集中治療室病床６床以上（本院でも

可）を含む）を適当数有し、２４時間体制で、すべての重篤な小児救急患者に「超急

性期」の医療を提供するとともに、それを脱した小児救急患者に必要な高度な専門医

療を提供するものとする。 



２ 小児集中治療室には、２４時間診療体制を確保するために、必要な職員を配置する

ものとする。 
（１）医師 

小児集中治療室には、常時、専従の医師及び研修医を確保するものとする。なお、

専従の医師については、一般社団法人日本集中治療医学会が認定した集中治療専門

医、公益社団法人日本小児科学会が認定した小児科専門医、一般社団法人日本救急

医学会が認定した救急科専門医など、小児集中治療に指導的立場にある人を１人以

上含むこと。 
（２）看護師及び他の医療従事者 

ア  小児集中治療室には、常時、重篤な小児救急患者の看護に必要な専従の看護師

を患者２名に１名以上の割合（必要時には患者1.5名に１名以上）で確保するも

のとする。なお、集中ケア認定看護師が勤務し、指導的役割を担うことが望まし

い。 
  イ  診療放射線技師及び臨床検査技師を常時院内に確保するとともに、理学療法士

及び臨床工学技士を院内に確保するものとする。 
  ウ  小児集中治療室には、薬剤師を確保することが望ましい。 
  エ  社会福祉士を院内に確保することが望ましい。 
３ 小児集中治療室病床については、年間おおむね３００例以上の入院を取り扱うこと

とし、うち相当数が救急外来からの入院又は他院からの搬送入院であることとする。 
４ 小児救命救急センターは、救急搬送を相当数（本院を含む。）受け入れるものとす

る。 
５ 施設及び設備 
（１）施設 
  ア  専用の小児集中治療室病床を６床以上有し、独立した看護単位を有するものと

する。 
  イ  小児救命救急センターとして必要な専用の診察室（救急蘇生室）を設けるもの

とする。なお、緊急検査室、放射線撮影室、手術室等については、優先して使用

できる体制を確立しておくものとする。 
  ウ  必要に応じ、適切な場所にヘリポートを整備するものとする。 
  エ  診療に必要な施設は耐震構造であること。（併設病院を含む。） 
（２）設備 
  ア  小児救命救急センターとして必要な医療機器を備えるものとする。 
  イ  必要に応じ、ドクターカーを有するものとする。 
 
（附 則） 
この要綱は、平成  年  月  日から施行する。 



県小児救命救急センター設置要綱（案）と国要綱の比較対照表 
 

愛知県小児救命救急センター設置要綱（案） 救急医療対策事業実施要綱（抜粋） 

（目的） 
第１条 小児救命救急センターを設置し、重篤な小児救急患者の医療を確保することを目

的とする。 
 
 
 
 

１． 目的 

この事業は、小児救命救急センターの補助として都道府県が小児救命救急センターを整

備し、重篤な小児救急患者の医療を確保することを目的とする。 

 
２． 補助対象 

都道府県又は都道府県知事の要請を受けて病院の開設者が整備、運営する小児救命救急

センターで厚生労働大臣が適当と認めるものを対象とする。 

（小児救命救急センターの指定） 
第２条 小児救命救急センターは知事が指定する。 
２ 指定にあたっては、圏域保健医療福祉推進会議及び愛知県医療審議会５事業等推進部

会の意見を聴くものとする。 
 
（小児救命救急センターの指定基準） 
第３条 国の「救急医療対策事業実施要綱」（昭和５２年７月６日付け厚生省医務局長通

知）の運営方針及び整備基準を基本として、具体的には、第４条及び第５条を満たす病

院から選定する。 

 

（運営方針） 
第４条 小児救命救急センターは、原則として、診療科領域を問わず、すべての重篤な小

児救急患者を２４時間体制で必ず受け入れるものとする。 
２ 重篤な小児救急患者に対して「超急性期」の医療を提供した後、高度な専門的医療が

必要な患者については、小児救命救急センター内又は本院の「急性期」の集中治療・専

門的医療を担う病床（以下「小児集中治療室病床」という。）に転床・転院する体制を確

保するものとする。 
３ 小児救命救急センターは、医学生、臨床研修医、医師、看護学生、看護師及び救急救

命士等に対する小児救急医療の臨床教育を行うものとする。また、医師等を救命救急セ

ンター等へ一定期間派遣し、研修をさせるなど、小児救急医療の診療技術等の向上を積

極的に図るとともに、それに対する支援をすることが望ましい。 
 
４ 小児救命救急センターは、毎年度、外部からの受入実績（受入要請を断った実績を含

む。）、治療実績、その他運用状況を集計し、県を通じて厚生労働省に報告するものとす

る。 

３． 運営方針 

(1) 小児救命救急センターは、原則として、診療科領域を問わず、すべての重篤な小児救

急患者を２４時間体制で必ず受け入れるものとする。 

(2) 重篤な小児救急患者に対して「超急性期」の医療を提供した後、高度な専門的医療が

必要な患者については、小児救命救急センター内又は本院の「急性期」の集中治療・専

門的医療を担う病床（以下「小児集中治療室病床」という。）に転床・転院する体制を

確保するものとする。 

(3) 小児救命救急センターは、医学生、臨床研修医、医師、看護学生、看護師及び救急救

命士等に対する小児救急医療の臨床教育を行うものとする。 

また、医師等を救命救急センター等へ一定期間派遣し、研修をさせるなど、小児救急医療

の診療技術等の向上を積極的に図るとともに、それに対する支援をすることが望ましい。

(4) 小児救命救急センターは、毎年度、外部からの受入実績（受入要請を断った実績を含

む。）、治療実績、その他運用状況を集計し、厚生労働省医政局地域医療計画課に報告

するものとする。 

 
 

※下線部分は県要綱案と国「救急医療対策事業実施要綱」（厚生労働省医政局）との相違点。 



 

愛知県小児救命救急センター設置要綱（案） 救急医療対策事業実施要綱（抜粋） 

（整備基準） 
第５条 小児救命救急センターは、専用病床（小児集中治療室病床６床以上（本院でも可）

を含む）を適当数有し、２４時間体制で、すべての重篤な小児救急患者に「超急性期」の

医療を提供するとともに、それを脱した小児救急患者に必要な高度な専門医療を提供する

ものとする。 
２ 小児集中治療室には、２４時間診療体制を確保するために、必要な職員を配置するもの

とする。 
（１）医師 

小児集中治療室には、常時、専従の医師及び研修医を確保するものとする。なお、専

従の医師については、一般社団法人日本集中治療医学会が認定した集中治療専門医、公

益社団法人日本小児科学会が認定した小児科専門医、一般社団法人日本救急医学会が認

定した救急科専門医など、小児集中治療に指導的立場にある人を１人以上含むこと。 

４ ． 整備基準 

(1) 小児救命救急センターは、専用病床（小児集中治療室病床６床以上（本院でも可）を

含む）を適当数有し、２４時間体制で、すべての重篤な小児救急患者に「超急性期」の

医療を提供するとともに、それを脱した小児救急患者に必要な高度な専門医療を提供す

るものとする。 

(2) 小児集中治療室には、２４時間診療体制を確保するために、必要な職員を配置するも

のとする。 

ア 医師 

小児集中治療室には、常時、専従の医師及び研修医を確保するものとする。なお、専従

の医師については、一般社団法人日本集中治療医学会が認定した集中治療専門医、公益社

団法人日本小児科学会が認定した小児科専門医、一般社団法人日本救急医学会が認定した

救急科専門医など、小児集中治療に指導的立場にある人を１人以上含むこと。 

（２）看護師及び他の医療従事者 
ア 小児集中治療室には、常時、重篤な小児救急患者の看護に必要な専従の看護師を患

者２名に１名以上の割合（必要時には患者1.5名に１名以上）で確保するものとする。

なお、集中ケア認定看護師が勤務し、指導的役割を担うことが望ましい。 
  イ 診療放射線技師及び臨床検査技師を常時院内に確保するとともに、理学療法士及び

臨床工学技士を院内に確保するものとする。 
  ウ 小児集中治療室には、薬剤師を確保することが望ましい。 
  エ 社会福祉士を院内に確保することが望ましい。 
３ 小児集中治療室病床については、年間おおむね３００例以上の入院を取り扱うこととし、

うち相当数が救急外来からの入院又は他院からの搬送入院であることとする。 
４ 小児救命救急センターは、救急搬送を相当数（本院を含む。）受け入れるものとする。 
 

イ 看護師及び他の医療従事者 

(ｱ) 小児集中治療室には、常時、重篤な小児救急患者の看護に必要な専従の看護師を患

者２名に１名以上の割合（必要時には患者 1.5 名に１名以上）で確保するものとする。

なお、重症集中ケア認定看護師が勤務し、指導的役割を担うことが望ましい。 

(ｲ) 診療放射線技師及び臨床検査技師を常時院内に確保するとともに、理学療法士及び

臨床工学技士を院内に確保するものとする。 

(ｳ) 小児集中治療室には、薬剤師を確保することが望ましい。 

(ｴ) 社会福祉士を院内に確保することが望ましい。 

(3) 小児集中治療室病床については、年間おおむね３００例以上の入院を取り扱うことと

し、うち相当数が救急外来からの入院又は他院からの搬送入院であることとする。  
(4) 小児救命救急センターは、救急搬送を相当数（本院を含む。）受け入れるものとする。

５ 施設及び設備 
（１）施設 
  ア 専用の小児集中治療室病床を６床以上有し、独立した看護単位を有するものとする。

  イ 小児救命救急センターとして必要な専用の診察室（救急蘇生室）を設けるものとす

る。なお、緊急検査室、放射線撮影室、手術室等については、優先して使用できる体

制を確立しておくものとする。 
  ウ 必要に応じ、適切な場所にヘリポートを整備するものとする。 
  エ 診療に必要な施設は耐震構造であること。（併設病院を含む。） 
（２）設備 
  ア 小児救命救急センターとして必要な医療機器を備えるものとする。 
  イ 必要に応じ、ドクターカーを有するものとする。 

(5) 施設及び設備 

ア 施設 

(ｱ) 専用の小児集中治療室病床を６床以上有し、独立した看護単位を有するものとする。

(ｲ) 小児救命救急センターとして必要な専用の診察室（救急蘇生室）を設けるものとす

る。なお、緊急検査室、放射線撮影室、手術室等については、優先して使用できる体

制を確立しておくものとする。 

(ｳ) 必要に応じ、適切な場所にヘリポートを整備するものとする。 

(ｴ) 診療に必要な施設は耐震構造であること。（併設病院を含む。） 

イ 設備 

(ｱ) 小児救命救急センターとして必要な医療機器を備えるものとする。 

(ｲ) 必要に応じ、ドクターカーを有するものとする。 

（附 則） 
この要綱は、平成  年  月  日から施行する。 
 

 

 

※下線部分は県要綱案と国「救急医療対策事業実施要綱」（厚生労働省医政局）との相違点。 
 



小児救命救急センターの指定について 

 

 愛知県内全域において、重篤な小児救急患者を２４時間体制で受け入れる小児

救命救急センターとして、新たに「あいち小児保健医療総合センター」を指定す

る。 

 

１ 基準適合状況 

別添「あいち小児保健医療総合センター（小児救急部門）の概況」及び「「愛

知県小児救命救急センター設置要綱」に基づく小児救命救急センター指定要件確

認表」のとおり。 

 

２ 指定までのスケジュール 

平成２８年 

 １月２２日  知多半島圏域保健医療福祉推進会議で承認 

２月１８日  現地確認 

３月２４日  医療審議会５事業等推進部会へ諮問 

３月２８日  医療審議会へ報告 

３月３０日  小児救命救急センターに指定（予定） 

 

３ 参考  

愛知県地域保健医療計画（平成２５年３月公示） 

第３部第６章第２節 小児救急医療対策 

【今後の方策】 

地域医療再生計画に基づき、PICUを整備するとともに、県あいち小児医療

センターを小児救命救急センターと位置づけ、ここを中核とする新たな小児救

急医療体制を構築します。 



あいち小児保健医療総合センター（小児救急部門）の概況 

平成２８年２月１日現在 

施設名 あいち小児保健医療総合センター 

開設者 愛知県 

病

床 

病院全体 ２００床 

救急部門 
PICU ８床  病床利用率 ６８．０％※ （７５．２％） 

[ PICU は１６床整備済。うち、８床が稼働中 ] 

救急医療体制への参加 二次救急 

救急（告示）病院認定 平成２２年４月１日 

２４時間二次救急開始 平成２６年５月１日 

診

療

科 

24 時間対応可能 救急科、小児科 

オンコール体制で

24 時間対応可能 

内科、循環器科、外科、脳神経外科、整形外科、心臓血管外科、

形成外科、麻酔科 

施

設 

専用 診察室（処置室）２室 

優先使用可 手術室 1 室、放射線撮影室 １室、検査室 １室 

患

者 

外来患者実数 ２，１６０名※ （１，９３４名） 

入院患者実数 ２３８名※ （   １８８名） 

救急搬送受入人数 ５０８名※ （   ４０７名） 

他院からの搬送受入人数     ７６名※ （    ８０名） 

ス

タ

ッ

フ 

部門責任者 日本整形外科学会専門医 

専門医資格 救急科専門医５名、小児科専門医６名、集中治療専門医２名 

職員数 

医師 専任 １０ 名 兼任 ７４ 名 

看護師 専任 ３７ 名 兼任 ３３ 名 

薬剤師    兼任 １０ 名 

診療放射線技師    兼任 １３ 名 

臨床検査技師    兼任 １５ 名 

事務職員    兼任 ４８ 名 

※：平成２６年度実績 （ ）：H27.4～H28.1 実績 



平成２８年２月現在

大項目 詳細項目

原則として、診療科領域を問わず、す
べての重篤な小児救急患者を２４時間
体制で必ず受け入れる。

運営方針として、「重症度や緊急性の高い病気・けがの子どもたちを、２
４時間３６５日、受け入れられるように取り組みます。」を掲げ、小児救
急患者を２４時間受入れする体制を整えている。

○

医学生、臨床研修医、医師、看護学
生、看護師及び救急救命士等に対する
小児救急医療の臨床教育を行う。

初期臨床研修における小児科研修の実施機関としての参加や地元消防機関
からの救急救命士教育の受託を通じて、小児救急医療に係る臨床教育を実
施している。今後、小児救急医養成のため、小児救急患者対応医専門研修
を実施する予定である。

○

専用病床（小児集中治療室病床６床以
上）を適当数有する。

２７年１１月にＰＩＣＵ８床を稼動し、２８年２月からは救急棟でのＰＩ
ＣＵ８床の運用を開始した。施設・設備としてはＰＩＣＵ１６床整備済。

○

小児集中治療室には、２４時間診療体
制を確保するために、必要な職員を配
置する。

医師（救急科・集中治療科）は平日日勤５～８名、休日日勤２名、夜勤・
準夜勤各２名である。
看護師は平日・休日日勤１０～１５名、準夜勤・夜勤各４名体制を採って
おり、ＰＩＣＵ８床に対し、２：１看護体制を確保している。
２８年２月時点の医師、看護師数は２７年３月末時点と比べ増員されてい
る。（専任医師３→１０名、専任看護師２５→３７名）

○

専従の医師については、集中治療専門
医、小児科専門医、救急科専門医な
ど、小児集中治療に指導的立場にある
人を１人以上含む。

救急科・集中治療科の専従医師は常勤で１０名在籍している。そのうち、
集中治療専門医は２名、小児科専門医が６名、救急科専門医が５名であ
る。

○

小児集中治療室病床については、年間
おおむね３００例以上の入院を取り扱
う。

ＩＣＵ８床での２６年度入院者数は２３８名であった。ＰＩＣＵ８床が稼
動した２７年１１月は４０名、１２月は４７名であることを踏まえれば、
年間入院者数は３００名を超える見込みである。

○

小児集中治療室病床への入院のうち、
相当数が救急外来からの入院又は他院
からの搬送入院である。

２６年度の他院からの搬送受入人数は７６名、うち、掖済会、豊橋市民、
市立半田、藤田など、救命救急センターからの搬送入院が４７名（６１．
８％）であった。
２７年４月～２８年１月実績は８０名で、２６年度の年間実績を上回って
いる。

○

救急搬送を相当数受け入れている。
２６年度は５０８件、２７年４月～２８年１月は４０７件を受け入れた。
傷病程度別では、２６年度は重症患者の６４％が知多半島医療圏以外から
の救急搬送であった。

○

緊急検査室、放射線撮影室、手術室等
については、優先して使用できる体制
を確立されている。

救急外来専用の診察室を２室有する。この他、優先使用できる手術室１
室、放射線撮影室１室、検査室１室を有する。

○

診療に必要な施設は耐震構造であるこ
と。

建築基準法第１８条第３項に適合しており、耐震構造である。 ○

小児救命救急センターとして必要な医
療機器を備えている。

救急蘇生装置、除細動器、Ｘ線撮影装置、人工呼吸器、血液ガス分析装置
等、小児救急医療に必要な医療機器を配備している。

○

「愛知県小児救命救急センター設置要綱」に基づく小児救命救急センター指定要件確認表

主な要件項目
あいち小児保健医療総合センターの現況 適否

施
設
及
び
設
備

運
営
方
針

整
備
基
準



医師派遣等推進事業に係る医師派遣について 

 
１．内 容 

  地域における医療を確保するため、県の医療審議会５事業等推進部会の承認

が得られた医師派遣を行った場合、医師派遣を行う医師派遣協力病院（派遣元

病院）は、その診療体制・診療水準を派遣される者以外の者で維持することと

なることから、派遣後においても派遣元病院において安定的な医療を提供でき

る環境整備を図るため、派遣元病院に対して、医師を派遣することによる対価

の一部を助成する。 
 
２．実施状況 

○ 平成２０年度国補正予算における「医師派遣等推進事業」の創設に合わせ、

本県では平成２０年度１２月補正から事業実施。 

○ 平成２２年度以降の新たな派遣については、地域医療再生計画（平成２２年

１月策定）に地域医療連携医師派遣事業として位置付けて対応。 

○ 地域医療再生計画では、対象地域が尾張地域（海部及び尾張西部医療圏）及

び東三河地域（東三河北部及び南部医療圏）に限定されていたため、平成２４

年１月に地域医療再生計画を見直し、平成２４年度から対象地域を県全域に拡

大。 
○ 救急医療機関と精神科病院との連携により、精神・身体合併症患者に対応す

るための医師派遣事業を平成２５年９月から実施。 

○ 平成２６年度から、国の補助事業が廃止され、地域医療介護総合確保基金事

業として実施。 

 

３．２８年度予算について 

  別添のとおり 
 
   
 平成２８年度は２７年度に実施した医師派遣の継続を予定。 



（単位：千円）

圏域 派遣元病院名
医療対策部会

審議状況
(初回承認日）

平成28年度
当初予算

平成27年度
補助額(予定)

補助金
交付開始

年度

津島市民病院 ← 厚生連稲沢厚生病院 精神科 １日／２週
決定済

（H26.3.24）
2,397 674 H26

呼吸器内科 １日／１週
決定済

（H20.12.9）
2,397 2,238 H20

産婦人科 １日／１週
決定済

（H24.3.23）
2,397 2,558 H23

小児科 半日／１月
決定済

（H23.3.16）
2,397 370 H22

尾張
西部

稲沢市民病院 ← 一宮市立市民病院 小児科 １日／２週
決定済

（H22.3.19）
2,397 1,111 H22

知多
半島

常滑市民病院 ← 半田市立半田病院 整形外科 １日／２週
決定済

（H24.3.23）
2,397 1,481 H24

西三
北部

厚生連足助病院 ← トヨタ記念病院 神経内科 半日／１月
決定済

（H25.3.25）
2,397 362 H24

← 名古屋第一赤十字病院 5,625 7,500

← 名古屋第二赤十字病院 5,625 7,500

豊川市民病院 乳腺内分泌外科 １日／１月
決定済

（H26.3.16）
2,397 596 H26

豊橋市民病院 小児科 １日／１月
決定済

（H22.3.19）
2,397 － H22

厚生連渥美病院 ← 豊橋市民病院 小児科 常時
決定済

（H23.3.16）
11,250 15,000 H22

44,073 39,390

あま市民病院 ← 名古屋第一赤十字病院

地域医療連携による医師派遣

派遣先病院名 派遣内容

海部

東三
北部

東栄病院 内　科
常時後期研修医１名

(1～2ヶ月単位で交代)

計

H22

東三
南部

蒲郡市民病院 ←

決定済
（H23.3.16）



地域医療支援病院の実績状況について 

 
１ 改正内容（平成 26 年度提出（25 年度分）実績報告書から適用） 

「医療法施行規則の一部を改正する省令の施行について」（平成 26 年 3 月 31 日付け医政

発 0331 第 4 号）により、「医療法の一部を改正する法律の一部の施行について」（平成 10

年 5 月 19 日付け健政発第 639 号）が改正され、地域医療支援病院承認要件が見直された。 

(1) 数値基準 

要   件 改 正 後 改 正 前 

紹介率及び逆紹介率 
①②③のいずれかに該当 

①紹介率 80％以上 紹介率 80％を上回る 

②紹介率 65％以上、かつ、逆

紹介率 40％以上 

紹介率 60％を上回り、かつ、

逆紹介率 30％を上回る 

③紹介率 50％以上、かつ、逆

紹介率 70％以上 

紹介率 40％を上回り、かつ、

逆紹介率 60％を上回る 

救急医療提供実績 
①②のいずれかに該当 

①２次医療圏人口に占める搬

送患者数の割合２‰以上 
（新規） 

②搬送患者数 1,000 以上 （新規） 

地域医療者向け研修会 年 12 回以上主催 （新規） 

(2) 追加された要件 

  ・病院内に患者からの相談に適切に応じる体制を確保すること。 
  ・病院の機能に関する第三者による評価を受けること。 
  ・退院調整部門を設置すること。 

・地域連携クリティカルパスを策定し、地域の医療機関に普及させること。 
・当該病院が果たしている役割を地域住民に情報発信すること。 

 

２ 要件適格判定 

(1) 判定適用の考え方 

・承認要件を満たしていない場合には、当該施設は、「地域医療支援病院の承認要件」を

その後２年の間に充足するための年次計画を策定し、当該期間経過後も、満たされない場

合には、医療審議会の意見を聞いたうえで、承認の取り消しの取扱いを決定する。 

(2) 平成 27 年度提出（26 年度分）実績報告 

・17 病院から医療法第 12 条の２第 1項に基づき実績報告書が提出されたが、次の２施設 
が、26 年度提出（25 年度分）実績報告に引き続き、承認要件の一つを満たさなかった。 
施 設 名 （承認日） 適 格 判 定  紹 介 率 逆 紹 介 率  
一宮市立市民病院（H24.9.24） 要件③ 不適格 ６０．８％ ６８．８％ 

名古屋市立東部医療センター（H25.3.27） 要件③ 不適格 ４６．８％ ８５．０％ 
2 施設は、昨年度に年次計画を策定し、承認要件達成に向け取り組んでおり、27 年度実績においては達成見込（1月現在）。 

 

３ 一宮市立市民病院の取り組み 

 (1) 目標要件 

要 件 病院目標（平成 27 年度） 現状（平成 28 年 1 月現在）

紹介率  ５０％以上かつ 

逆紹介率 ７０％以上 

紹介率  ６２％ 

逆紹介率 ７０％ 

紹介率  ６０．５％ 

逆紹介率 ８４．９％ 

(2) 主な取組 

・医療機関約２００機関を訪問し、地域医療連携推進に向け、顔の見える連携を実践。 

・紹介を受けて当院を受診した患者についての受診結果を、漏れなく紹介元の医療機関 

に報告を行うようにチェック体制を強化して、運用を改善した。 

・地域医療連携室、救急外来、循環器センターの直通の電話番号を新たに設け、各部署 

で電話を直接受け付ける体制にして、地域の医療機関の利便性の向上を図った。    

・医療機関から紹介された患者の診察受付は平日のみであったが、土曜日午前中も受付 

するように改善し、より地域の医療機関からの紹介を受付できるように体制を整えた。 

・事務職員が、各診療科のカンファレンスに参加して、診療情報提供料算定についての 

条件を詳細に説明し、漏れなく診療情報提供料が算定できるように周知し、地域の医療機

関への逆紹介がきちんと行われるように院内の意識統一を進めた。 
 (3) 検証 

 ・月１回の地域医療連携室運営委員会及び四半期毎の地域医療支援委員会に数値を報告

し、対策の効果を検証。 
 

４ 名古屋市立東部医療センターの取り組み 

 (1) 目標要件  

要 件 病院目標（平成 27 年度） 現状（平成 28 年 1 月現在）

紹介率  ５０％以上かつ 

逆紹介率 ７０％以上 

紹介率  ５３％ 

逆紹介率 ８８％ 

紹介率  ５４．１％ 

逆紹介率 ９５．７％ 

 (2) 主な取組 

 ・年度当初に、総医局会、部長会、幹部会等で院内周知及び認識の共通化を実施。 

 ・平成 27 年 3 月 30 日の新棟（救急・外来棟）の開棟並びに関係幹部（病院長、地域医 

療連携センター長等）の異動を踏まえ、地域医療機関への訪問活動を活発に実施。 

・電子カルテシステムを用いて月２回程度、各診療科の紹介率・逆紹介率の実績状況等 

を情報開示し、診療科別の状況について院内での認識の共有を行った。 

 ・地域医療連携センター職員（事務）を１名増員し、迅速化を図った。 

(3) 検証 

 ・月１回の幹部会及び部長会並びに四半期毎の地域医療支援病院運営委員会に数値を報

告し、対策の効果を検証。 



【平成26年4月から平成27年3月実績】

紹介患者 逆紹介 紹介率 逆紹介率 救急搬送 救急患者 研修 適格判定

休日・夜間 時間内 患者 患者数 圏域名 人口 搬送率 搬送率 患者数 開催回数 研修回数

救急搬送 25.10.1現在 ２以上 1000以上 12回以上

a b c d e F G h i J K L m N
人 人 人 人 人 ％ ％ 人 ‰ 回

名 古 屋 第 二 赤 十 字 病 院 26,562 55,199 17,109 2,167 33,473 73.9 93.2 要件②③該当 9,845 名古屋Ａ 604,110 16.3 ○ ○ 18 ○

名 古 屋 第 一 赤 十 字 病 院 23,448 45,043 7,053 4,105 23,194 69.2 68.4 要件②該当 7,101 名古屋Ｄ 565,603 12.6 ○ ○ 81 ○

独立行政法人地域医療機能推進機構
中 京 病 院

11,826 29,055 7,600 959 16,840 57.7 82.2 要件③該当 5,473 名古屋Ｃ 640,094 8.6 ○ ○ 38 ○

独 立 行 政 法 人 国 立 病 院 機 構
名 古 屋 医 療 セ ン タ ー

10,849 21,154 5,766 1,466 11,462 77.9 82.3 要件②③該当 6,506 名古屋Ｂ 466,783 13.9 ○ ○ 75 ○

名 古 屋 掖 済 会 病 院 9,804 39,578 19,164 1,038 16,815 50.6 86.8 要件③該当 7,357 名古屋Ｄ 565,603 13.0 ○ ○ 58 ○

名 古 屋 記 念 病 院 14,945 34,892 12,143 1,237 16,478 69.5 76.6 要件②③該当 4,255 名古屋Ｃ 640,094 6.6 ○ ○ 30 ○

岡 崎 市 民 病 院 17,602 44,675 15,744 1,854 15,008 65.0 55.4 要件②該当 9,632 岡崎額田 415,499 23.2 ○ ○ 90 ○

愛知県厚生農業協同組合連合会
安 城 更 生 病 院

25,337 56,027 16,544 1,609 20,173 66.9 53.3 要件②該当 8,648 衣浦西尾 683,033 12.7 ○ ○ 103 ○

総 合 大 雄 会 病 院 7,616 25,732 13,654 1,251 5,714 70.3 52.8 要件②該当 3,958 尾張北西部 680,668 5.8 ○ ○ 24 ○

独立行政法人労働者健康福祉機構
中 部 労 災 病 院

6,279 18,301 6,064 483 10,418 53.4 88.6 要件③該当 3,530 名古屋Ｄ 565,603 6.2 ○ ○ 46 ○

公 立 陶 生 病 院 11,961 35,798 12,987 1,533 19,725 56.2 92.7 要件③該当 6,850 尾張東部 470,060 14.6 ○ ○ 72 ○

一 宮 市 立 市 民 病 院 12,136 37,772 16,829 991 13,718 60.8 68.8 要件③不適格 5,861 尾張北西部 680,668 8.6 ○ ○ 22 ○

半 田 市 立 半 田 病 院 9,295 24,502 8,482 1,730 12,200 65.0 85.4 要件②③該当 6,846 知多 621,462 11.0 ○ ○ 62 ○

春 日 井 市 民 病 院 19,916 51,693 14,293 6,835 23,456 65.2 76.7 要件②③該当 10,241 春日井小牧 455,239 22.5 ○ ○ 28 ○

名 古 屋 市 立 東 部 医 療 セ ン タ ー 7,794 25,027 6,704 1,683 14,141 46.8 85.0 要件③不適格 6,723 名古屋Ａ 604,110 11.1 ○ ○ 24 ○

名 古 屋 市 立 西 部 医 療 セ ン タ ー 16,666 32,678 4,401 604 21,774 60.2 78.7 要件③該当 1,959 名古屋Ｂ 466,783 4.2 ○ ○ 25 ○

豊 橋 市 民 病 院 16,593 44,513 16,434 1,527 21,797 62.5 82.1 要件③該当 6,915 東三河平坦 697,437 9.9 ○ ○ 48 ○

【 参 考 】 小 牧 市 民 病 院 14,960 44,711 12,674 4,009 21,973 53.4 78.4 要件③該当 6,988 春日井小牧 455,239 15.4 ○ ○ 21 ○

【参考】国家公務員共済組合連合会
名 城 病 院

7,379 13,353 2,125 611 5,232 69.5 49.3 要件②該当 2,893 名古屋Ｂ 466,783 6.2 ○ ○ 14 ○

《 平 成 27 年 4 月 か ら 平 成 28 年 1 月 状 況 》 （平成26年度未達成の２病院について、平成27年度達成見込み）

一 宮 市 立 市 民 病 院 9,637 30,169 13,390 859 13,510 60.5 84.9 要件③該当

名 古 屋 市 立 東 部 医 療 セ ン タ ー 6,903 20,424 6,246 1,410 12,214 54.1 95.7 要件③該当

※適格判定は、新基準に基づく。

※※※適格判定の際は、紹介率、逆紹介率及び搬送率の小数点以下の切捨てを行わない。

h
i

×1000
b-c-d b-c-d

★紹介率,、紹介率及び搬送率算定方法

F =
a

G =
e

J =

※※紹介率及び逆紹介率は、小数点以下第2位を四捨五入する。

地域医療支援病院の病院別要件適格判定表（平成２６年度分実績）

病　　　院　　　名

初診患者 適格判定 救急医療圏 適格判定

紹介率及び逆紹介率

要件①
要件②
要件③

※要件①

紹介率80％以上

※要件②

紹介率65％以上
　　　　かつ
逆紹介率40％以上

※要件③

紹介率50％以上
　　　　かつ
逆紹介率70％以上

別紙



 
 

区 分 事 業 名 事 業 概 要  28 年度予算額  前年度当初予算額 

救 急 医 療 

広域災害救急医療情報システム運営費 
24 時間体制で救急医療施設から応需の可否等の情報を収集し、消防本部、医療施設、県民等への情報提供

の実施  委託先 愛知県医師会 
３７３，４２９千円 ４３７，７２４千円

第１次救急医療施設設備整備費補助金 
地区医師会が実施する休日夜間診療所の施設・設備整備に対する補助 

補助先 名古屋市（西区休日急病診療所） 
８，７３２千円 ８，４８９千円

第３次救急医療施設運営費補助金 

○救命救急センターの安定的経営に資するための運営費補助 

補助先 ４施設 

○高度救命救急センターが運営するドクターヘリの運営経費に対する補助 

  補助先 愛知医科大学病院 

８１２，７３５千円 ７８１，９９３千円

その他１事業 救急医療対策事業費補助金 １５，７８０千円 ４６，０７６千円

計 １，２１０，６７６千円 １，２７４，２８２千円

災害時における医療 

災害時拠点強靭化緊急促進事業費補助金 
災害時における災害拠点病院での多数傷病者受入に係る施設設備整備に対する補助 

 補助先 知多厚生病院、豊橋医療センター、豊田厚生病院 
３４，４０５千円 ７７，９７４千円

医療施設耐震化支援基金事業費 
未耐震の災害拠点病院等の耐震化整備に対する補助 

補助先 名古屋掖済会病院、藤田保健衛生大学坂文種報徳會病院 
６５５，１３３千円 １，１１２，７８１千円

その他４事業  災害医療対策費、広域搬送拠点臨時医療施設設備整備費、特殊災害対策設備整備費補助金、医療施設耐震整

備費補助金 
７３，２９８千円 ２０６，９５０千円

計 ７６２，８３６千円 １，３９７，７０５千円

へ き 地 の 医 療  

へき地支援機構事業費 へき地医療支援機構の運営、へき地支援計画策定会議の開催等 １９，１４３千円 １９，１７４千円

へき地医療対策費補助金 

○へき地医療拠点病院が行うへき地診療所への支援に対する補助 

補助先 ６施設 

○へき地患者輸送車の運行の経費に対する補助 

補助先 厚生連足助病院 

○へき地診療所の運営に対する補助 

補助先 ４施設 

○へき地医療拠点病院、へき地診療所の設備整備の経費に対する補助 

補助先 豊根村診療所 

２４，３００千円 ２５，１１２千円

計 ４３，４４３千円 ４４，２８６千円

周 産 期 医 療 

周産期医療対策費 
愛知県周産期医療協議会等の実施及び愛知県周産期医療体制整備計画（23 年度～28 年度）の次期計画の策

定 
１２，０３８千円 １２，０３８千円

周産期母子医療センター運営費補助金 
総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センターの運営費に対する補助 

 補助先 名古屋第一赤十字病院、名古屋市立西部医療センター等 
３５９，０１２千円 ３４９，７４２千円

周産期母子医療センター整備費補助金 
ＮＩＣＵ・ＧＣＵの整備に要する経費の補助 

 補助先 海南病院 
６，９１２千円 １１，３７３千円

計 ３７７，９６２千円 ３７３，１５３千円

小 児 医 療 

（小児救急医療を含む） 

小児救急電話相談事業費 保護者を対象とした小児の急病等に関する電話相談の実施  委託先 民間会社 ４１，４０３千円 ３６，４８９千円

小児救急医療支援事業費補助金 

二次医療圏で病院による輪番体制を構築し、小児の二次救急医療体制の充実を図るため、小児科医の確保等

の運営に要する経費に対する補助 

補助先 名古屋医療圏、西三河北部医療圏 

１６，２０８千円 １６，２６０千円

その他１事業 小児集中治療室医療従事者研修事業費補助金 ５，１５３千円 １１，３０６千円

計 ６２，７６４千円 ６４，０５５千円

５事業等における主な平成２８年度予算について 



区 分 事 業 名 事 業 概 要  28 年度予算額  前年度当初予算額 

在 宅 医 療 の 確 保 

在宅医療サポートセンター事業費補助金 
在宅医療の充実・強化を図るため、郡市区医師会が設置する在宅医療サポートセンターの運営に対する補助 

補助先 愛知県医師会 
３９６，７５４千円 ３９６，７５４千円

在宅医療連携システム整備事業費補助金 

患者の在宅療養に必要な情報を共有する仕組を整備するため、在宅患者情報を共有するシステム（在宅医療

連携システム）の導入等に対する補助 

補助先 市町村（２７か所） 

１３０，８１５千円 １１１，４３５千円

訪問看護に関する事業 

（看護師確保事業のうち） 

訪問看護推進事業費、訪問看護ステーション派遣研修事業費補助金、ナースセンター事業費（訪問看護支援

事業費）※看護師確保事業の再掲、看護職員専門分野研修事業費補助金、看護研修センター費（新人訪問看護職員

研修費） 

１７，０９２千円 ２３，６５５千円

その他１１事業 

在宅療養支援歯科医養成推進事業費、成人期口腔ケア推進事業費、在宅歯科医療連携室事業費、在宅歯科診

療設備整備費補助金、在宅介護者歯科口腔保健推進設備整備費補助金、障害者歯科医療ネットワーク推進事

業費、歯科衛生士再就業支援事業費 

地域包括ケア推進費、認知症対策研究・支援事業費、医療人材有効活用促進事業費、保健医療福祉連携強化

普及啓発事業費 

２２３，８１１千円 １４８，４２４千円

計 ７６８，４７２千円 ６８０，２６８千円

保健医療従事者 

の 確 保 

医

師

確

保

事

業 

（
地
域
医
療
支
援
セ
ン
タ
ー
所
管
事
業
費
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地域医療支援センター運営事業費 医師不足の状況等を把握・分析するため、専任医師を配置し、医療機関へのヒアリング調査などの実施、運

営方針・事業内容等について検討を行うための運営委員会の設置等 ２７，２２３千円 ２５，９０１千円

女性医師等就労支援事業費補助金 
現場を離れた女性医師への復職支援、短時間勤務等を取り入れる医療機関への助成等、女性医師が育児をし

ながら働くことができる体制整備への支援 
補助先 医学部を有する４大学、臨床研修病院等 

５７，４７８千円 １１７，９４８千円

先進的医療技術向上専門研修事業費補助

金 
病院がそれぞれ優れた診療技術を有する分野での専門研修プログラムを実施していくための経費への補助  
補助先 ７病院 ７０，０００千円 ２１０，０００千円

地域医療確保修学資金貸付金 地域枠入学定員により大学医学部に入学する医学生に対する修学資金  対象 １１４名 ２２２，６００千円 １７１，３００千円

医師派遣推進事業費補助金 
医療機関の連携により地域医療を確保するため、医師不足が深刻な病院に対し、医師派遣を行う病院が医師

を派遣することにより生じる逸失利益に対する補助 
補助先 ８病院 

４４，０７３千円 ６３，５６０千円

医療勤務環境改善支援センター事業費 医師等の離職防止や医療安全の確保のために医療機関が行う勤務環境改善の取組に対する総合的な支援 ４，５８６千円 ―

その他２事業  総合医養成推進事業費、専門医認定支援事業費補助金 ５０，８３９千円 ８３，４４４千円

 

その他医師確保に関する事業 産科医等支援事業費補助金、救急医療学寄附講座設置事業費等 ２７９，３０９千円 ４５２，１０９千円

計 ７５６，１０８千円 １，１２４，２６２千円

看
護
師
確
保
事
業 

看護師養成所補助金 

○資質の高い看護職員を確保するため、養成所の運営費に対する補助 
補助先 保健師、助産師、看護師及び准看護師学校養成所 ２１施設 

○地震発生時の安全確保を図るために行う看護師養成所の耐震化整備に対する補助 
  補助先 １施設 

４４４，４４３千円 ４１７，５４１千円

病院内保育所補助金 

○看護師等の離職防止や再就業の促進を図るために設置する病院内保育所の運営に対する補助 
  補助先 ９７施設 
○病院内保育所の増改築又は共同利用型病院内保育所の施設整備並びに設備整備に対する補助 
 補助先 病院内保育所増改築 旭労災病院、あいち小児保健医療総合センター 

共同利用型病院内保育所施設整備 １施設 
      共同利用型病院内保育所設備整備 １施設 

３９４，６９１千円 ３７９，１４３千円

ナースセンター事業費 「看護師等の人材確保の促進に関する法律」に基づき、未就業看護職員に対する就業促進事業（無料職業紹

介）等の実施  委託先 愛知県看護協会 １１１，１７９千円 １１６，０５８千円

看護職員修学資金貸付金 看護師養成所等に在学する者に修学資金を貸与し、修学を支援するとともに、県内の医療機関等への就業を

促進する  貸与予定者数 ２２９名 ９０，８１６千円 ９４，５４８千円

へき地医療確保看護修学資金貸付金 県内のへき地医療の確保に資する公的医療機関で働く看護師を養成するため、県立看護専門学校に入学する

看護学生に対する修学資金  対象 ８名 ９，６００千円 ４，８００千円

看護研修センター費 
（看護職カムバック研修費） 再就業を希望する看護職員が円滑に職場復帰するための研修の実施 ２，０１５千円 ２，０１５千円

計 １，０５２，７４４千円 １，０１４，１０５千円



 



住み慣れた地域で安心して医療が受けられるよう、 

在宅医療提供体制を充実します 
予算額 ５２７，５６９千円 

 

県内全域において地域包括ケアシステムを構築するため、在宅医療に携わる医師を増加させるなど、

在宅医療を提供する体制の充実・強化に向けた取組を推進します。 
 
１ 在宅医療サポートセンター事業費補助金  ３９６，７５４千円 

在宅医療の中心的役割を担う郡市区医師会が設置する「在宅医療サポートセンター」の 

運営に対して助成し、地域における在宅医療を提供するための体制の充実・強化を図ります。 

   〈在宅医療サポートセンター〉４２か所（全ての郡市区医師会） 

・医師の訪問診療導入研修の実施 

・２４時間体制で在宅医療を行う、主治医・副主治医制などの導入 等 

   〈中核センター〉１５か所（概ね２次医療圏に１か所） 

・後方支援病院の確保や退院調整に係る広域検討 等 

    〈県医師会〉 
     ・在宅医療サポートセンター合同会議の開催 等 
 
２ 在宅医療連携システム整備事業費補助金  １３０，８１５千円 

患者情報を共有するため、ＩＣＴ（情報通信技術）による在宅医療連携 

システムの導入等に対して助成し、訪問看護師など在宅医療関係者の活動 

を支援します。 

〈事業内容〉 

・個人情報の取扱いに関する地域住民への啓発 

・在宅医療連携システムの導入 

    〈対    象〉 ２７市町村 

健康福祉部医務国保課  
医 務 グ ル ー プ  
内 線  3 1 7 0 ・ 3 1 7 1 
(ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)052-954-6274 



安心して医療を受けられるよう医師確保対策を 

進めます 

予算額 ３５１，３７４千円 
 

安心して医療を受けられるよう、県内で働く医師の確保を推進するため、平成２７年４月に設置した「地域医

療支援センター」を中心として、地域枠医師の養成、女性医師の就労支援、医療機関の連携による医師派遣への

助成等を実施します。 
 
 

１ 地域医療支援センター運営事業費           ２７，２２３千円 
県内の医師不足の状況等の把握・分析、医師及び医学生の就業に関する相談・支援、キャリア形成に関する 
支援等を実施 

 
 
２ 地域医療確保修学資金貸付金            ２２２，６００千円 

県内の医学部を有する４大学の医学生に対し、県内の医師不足地域の医療機関で一定期間勤務することを条件と 
した修学資金を貸与   

貸与人数 １１４人 
 

  
３ 女性医師等就労支援事業費補助金           ５７，４７８千円 

女性医師が育児をしながら働くことができる体制整備を図るため、職場を離れた 
女性医師への復職支援、短時間勤務等を取り入れる医療機関への助成 
対象 ３７施設 

 
 
４ 医師派遣推進事業費補助金              ４４，０７３千円 

   医師が不足している医療機関に医師派遣を行う際に、派遣元医療機関に対して助成 
対象 ８施設  

健康福祉部医務国保課  

地 域 医 療 支 援 室 

医師確保推進グループ  

内 線 3513・3514  

(ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)052-954-6659 



潜在看護職員の復職を支援するなど看護職員の 

確保対策を推進します 
         予算額  １,０５０,７２９千円 

 

看護職員の養成、再就業の支援と離職の防止対策を進め、県内看護職員の確保を図ります。 
 

１ 看護職員の養成 

 （１）看護師養成所補助金           ４４４，４４３千円 

資質の高い看護職員を確保するため、養成所の運営費に対し助成する。     対象 ２１施設 

看護師養成所の耐震化整備に助成することにより、地震発生時の安全確保を図る。対象   １施設 

 （２）看護職員修学資金貸付金           ９０，８１６千円   

看護師養成所等に在学する者に修学資金を貸与し、修学を支援するとともに、

県内の医療機関等への就業を促進する。  貸与人員 ２２９人 

 （３）へき地医療確保看護修学資金貸付金       ９，６００千円 

へき地医療機関への就職希望者を養成し、へき地医療の確保に資する公的医

療機関の看護師確保を図る。 貸与人員 ８人 

２ 再就業の支援 

    ナースセンター事業費           １１１，１７９千円 

再就業の支援や離職を防止するため、無料職業紹介等を行う「ナースセンター」事

業を引き続き実施するほか、離職した看護師等の復職を支援するため、看護師等資格

所持者からの届出制度を活用し新たに潜在看護職員復職支援交流会を開催する。 

３ 離職の防止 

病院内保育所補助金            ３９４，６９１千円 

病院内保育所の運営費の支援及び整備費を助成する。 

運営費 対象 ９７施設  整備費 対象 ４施設 

健康福祉部医務国保課 
看 護 対 策 グ ル ー プ 
内線３１７４・３１７５ 
(ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)052-954-6276 


